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③重点野菜のＶ字回復戦略の推進

◆ 半促成栽培など新技術の導入によるアスパラガス、きゅうりの生産拡大　

④水稲極良食味新品種のトップブランド化に向けた取組

◆ 秋田米のフラッグシップとなる新品種の名称の募集・決定
◆ 高品質・良食味を安定的に確保するための生産・出荷基準等の設定

⑤ターゲットを絞った県産農畜産物の輸出促進

◆ 秋田牛のルートを活用した台湾への県産果実の輸出拡大
◆ 集客力のあるシンガポールの百貨店における秋田フェアを通じた
　　実需者への販路開拓

極良食味新品種デビュー対策の本格化
(R4)市場デビュー

ほ場整備面積
年間800haの整備

しいたけの販売三冠王
年間出荷量 (H30)2,171t → (R3)2,800ｔ

えだまめ年間出荷量
(R1)1,795t → (R3)2,100ｔ

夏秋ねぎ出荷量（7～12月）
(R1)4,676t → (R3)7,300ｔ

りんご・ももの台湾輸出
(R4)本格輸出の実施

⑥産地づくりと一体となったほ場整備の推進

◆ 園芸メガ団地や農地中間管理機構と連携した「あきた型ほ場整備」の推進

アスパラガス年間販売額
(H19)12億円 → (H30)7億円 → (R6)14億円

きゅうり年間販売額
(H9)20億円 → (H30)13億円 → (R6)17億円
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１ 農地中間管理総合対策事業（継続）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

農林政策課

農業経営の規模拡大や農地の集積・集約化を促進するため、推進母体となる農地中間管

理機構や市町村等の活動を支援する。

１ 事業内容

(1) 農地中間管理事業

農地中間管理機構が行う農地の賃貸借等の推進に対して助成する。

・ 助成対象 農地保全管理費、事業推進費等

・ 補 助 率 国７／10、県３／10

(2) 農地売買支援事業

農地中間管理機構が行う農地の売買の推進に対して助成する。

・ 助成対象 業務運営費、事業推進組織整備費等

・ 補 助 率 国６／10、県４／10

(3) 機構集積協力金交付事業

農地中間管理機構に農地を貸し付けた地域及び個人に対して協力金を交付する。

ア 地域集積協力金

地域での話し合いに基づき、農地の一定割合以上を農地中間管理機構に貸し付け

た「地域」に助成する。

(ｱ) 集積・集約化タイプ（担い手への農地集積・集約を促進）

＜交付要件＞ 対象農地のうち１割以上が新たに担い手に集積されること

機構の活用率
交付単価

一般地域 中山間地域

20％超40％以下 ４％超15％以下 1.0万円／10ａ

40％超70％以下 15％超30％以下 1.6万円／10ａ

70％超 30％超50％以下 2.2万円／10ａ

50％超 2.8万円／10ａ

※機構の活用率：当該年における地域の農地面積に占める機構への貸付割合

(ｲ) 集約化タイプ（担い手同士の耕作地の交換等による農地の集約を促進）

＜交付要件＞ 地域の農地面積に占める担い手の１ha以上の団地面積の割合が

20％以上増加することなど

機構の活用率 交付単価

40％超70％以下 0.5万円／10ａ

70％超 1.0万円／10ａ

イ 経営転換協力金

土地利用型農業からの経営転換や高齢による離農などにより、農地中間管理機構

に農地を貸し付けた「個人」に助成する。

＜交付要件＞ 農地を10年以上機構に貸し付けること

交付単価 上限額

1.5万円／10ａ 50万円／戸
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(4) 人・農地問題解決加速化支援事業

「人・農地プラン」の実質化に向けた取組を支援する。

・ 助成対象 人・農地プランの見直しを行うための活動に要する経費

・ 補 助 率 国10／10

(5) 条件不利農地を担う経営体支援事業

機構を通じて条件不利農地を借り受けた経営体に対して交付する。

・ 交付単価 １年目：賃料額相当（県10／10）

（上限１万円/10a、条件整備を行った場合0.5万円/10aを加算）

２年目：１年目交付額の半額（県10／10）

（戦略作物の取組、又は50ａ以上の面的集積の場合）

(6) 大潟村方上地区農地利活用推進事業

大潟村方上地区の一部農地の売却に伴う経費を助成する。

・ 助成対象 地積測量費

・ 補 助 率 県10／10

２ 事業主体

(1) ：県、農地中間管理機構

(2) ：農地中間管理機構

(3)、(5)：市町村

(4) ：県、市町村

(6) ：（公社）秋田県農業公社

３ 予算額

８４１，５７３千円 国庫支出金 ７３７，３６７千円

繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 １９，８３０千円

農地中間管理事業等推進基金 ３４，０２２千円

一般財源 ５０，３５４千円

(1)：２１７，０４５千円 報酬、共済費、旅費等 ３，４３９千円

負担金補助及び交付金 ２１３，６０６千円

(2)： １５，３１８千円 負担金補助及び交付金 １５，３１８千円

(3)：５７９，３５２千円 負担金補助及び交付金 ５７９，３５２千円

(4)： ５，１００千円 旅費、需用費等 １，０００千円

負担金補助及び交付金 ４，１００千円

(5)： １９，８３０千円 負担金補助及び交付金 １９，８３０千円

(6)： ４，９２８千円 負担金補助及び交付金 ４，９２８千円

４ 事業年度

平成２６年度～
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２ 新規就農総合対策事業（継続）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

農林政策課

本県農業の将来を担う新規就農者の確保・育成を図るため、就農前の相談活動から就農

準備・実践段階まで、一貫したきめ細かなサポートを実施する。

１ 事業内容

(1) 未来を担う人づくり対策事業

農業を志す若者等が円滑に就農できるよう、生産技術や経営管理能力の向上を図る

ための実践的な研修を実施する。

ア 未来農業のフロンティア育成研修

・ 対 象 者 県の試験研究機関等で研修を受ける就農希望者（20人）

・ 研修内容 生産技術、経営管理に係る２年間の実践研修

・ 助成単価 75千円／月（県７／10、市町村３／10）

イ 地域で学べ！農業技術研修

・ 対 象 者 市町村の実習農場等で研修を受ける就農希望者（36人）

・ 研修内容 生産技術、経営管理に係る２年以内の実践研修

・ 助成単価 75千円／月（県１／２、市町村１／２）

(2) 県受入体制整備事業

各農業研修を円滑に実施するため、県の受入体制を整備する。

(3) 農業次世代人材投資事業

就農前の研修期間の生活安定と就農直後の経営確立に必要な資金を交付する。

ア 農業次世代人材投資事業（準備型）

・ 対 象 者 試験研究機関等で研修を受ける就農希望者（33人）

・ 交付金額 1,500千円／人・年（２年以内）（国10／10）

イ 農業次世代人材投資事業（経営開始型）

・ 対 象 者 50歳未満の認定就農者（300人）

・ 交付金額 1,500千円／人・年（５年以内）（国10／10）

(4) ミドル就農者経営確立支援事業

中年層の自営就農者を確保するため、就農初期の経営安定に必要な資金を給付する。

・ 対 象 者 就農時の年齢が50歳以上60歳未満で自営就農する認定就農者等（９人）

・ 給 付 額 1,200千円／人・年（３年以内）（県10／10）

２ 事業主体

(1)：県、市町村

(2)：県

(3)：市町村、（公社）秋田県農業公社

(4)：市町村
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３ 予算額

５１２，３５５千円 繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 ４２，３６５千円

諸収入 ４６９，９９０千円

(1)： ３２，２９２千円 報償費、旅費、需用費等 ３，４９２千円

負担金補助及び交付金 ２８，８００千円

(2)： ４７３千円 報償費、旅費、需用費等 ４７３千円

(3)：４６９，９９０千円 旅費、需用費、役務費等 ２００千円

負担金補助及び交付金 ４６９，７９０千円

(4)： ９，６００千円 負担金補助及び交付金 ９，６００千円

４ 事業年度

平成２２年度～
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３ ６次産業化総合支援事業（継続）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

農業経済課

農山漁村における所得や雇用の増大、地域活力の向上を図るため、経営の多角化や食品

加工業等の異業種との連携を促進し、農林漁業者の６次産業化の取組を総合的に支援する。

１ 事業内容

(1) ６次産業化サポート体制強化事業

関係機関・団体による協議会を開催し、６次産業化に係る情報交換を行うとともに、

県農業公社にサポートセンターを設置し、専門家の派遣等による相談活動を行う。

ア 秋田県６次産業化推進協議会の開催

・ 実施内容 ６次産業化の推進に係る各団体の取組状況や課題・方策等について

の情報共有等

イ ６次産業化サポート事業

・ 実施内容 専門家（プランナー）の派遣等

(2) 異業種連携促進活動推進事業

異業種との連携による６次産業化を促進するため、ビジネスマッチングに向けた交

流会を開催するとともに、地域の特色を生かした６次産業化ビジネスの調査等を行う。

ア 異業種交流会の開催

・ 実施内容 ビジネスマッチングを目的とした交流会の開催等

イ 地域６次産業化ビジネス創出の検討

・ 実施内容 地域の強みを生かした６次産業化ビジネスの調査、検討会の開催等

ウ ６次化商品・地産品ＰＲ活動

・ 実施内容 ６次産業化商品や地産品を広く周知するＰＲイベントの開催等

(3) 新需要創出型６次産業化商品開発事業

ア 秋田セレクト６次産業化商品開発事業

県産農産物を活用した商品の首都圏小売店での定番化を目指し、首都圏のセレク

トショップと共同で行う商品開発やテスト販売を支援する。

※セレクトショップ：オーナーやバイヤーがこだわりのある商品を選び、仕入れ、

販売している店舗（業者）のこと。

・ 対 象 者 農業者、農業法人、農業者等と連携して取り組む食品事業者等

・ 補 助 額 定額（400千円）

・ 実施件数 ３件（予定）

イ 産地立地型一次加工品確立支援事業

園芸メガ団地等で生産される品目を活用して、ペースト等の１次加工品を開発

するため、産学官金からなるクラスター協議会が行う商品開発等に対して支援する。

・ 対 象 者 ６次産業化クラスター協議会

（農業法人、食品加工業者、金融機関等により構成）

・ 補 助 額 定額（500千円又は400千円）

・ 実施件数 ３件（にんにく（北秋田）、たまねぎ（秋田）、しいたけ（平鹿））
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２ 事業主体

(1)、(2)：県

(3)のア ：県、農業者等

(3)のイ ：県、クラスター協議会

３ 予算額

２０，７０６千円 国庫支出金 １２，１６１千円

繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 ８，５４５千円

(1)：１０，３０７千円 旅費等 ７７５千円

委託料 ９，５３２千円

(2)： ６，１３１千円 旅費 ９６６千円

委託料 ４，０００千円

使用料及び賃借料等 １，１６５千円

(3)： ４，２６８千円 旅費等 ８０８千円

委託料 ８６０千円

負担金補助及び交付金 ２，６００千円

４ 事業年度

平成２６年度～
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４ 次世代あきたアグリヴィーナス応援事業（継続）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

農業経済課

女性が生き生きと活躍する場の創出と、農業の魅力アップを図るため、女性農業者の感

性を生かした起業活動を支援する。

１ 事業内容

(1) あきたアグリヴィーナス育成事業

農産加工等の起業活動に取り組む女性農業者を育成するとともに、商品開発や販路

拡大等の活動をサポートする。

ア 女性起業ビジネス塾の開催

・ 対 象 者 女性農業者等（６人程度）

・ 研修内容 ビジネスプランの作成、新商品試作、テスト販売の実施等

（年６回程度）

イ あきたアグリヴィーナスネットワークの活動支援

・ 対 象 者 ビジネス塾卒業生等

・ 活動内容 アグリビジネス実践研修、商談会や販売会への参加、応援団企業を

招いた活動報告会の開催等

(2) あきたアグリヴィーナス起業活動支援事業

女性農業者の起業活動を促進するため、新商品開発や販路拡大などの取組に対して

支援するとともに、出荷者の高齢化等に対応した直売所の集荷モデルを構築する。

ア 女性起業発展支援事業

・ 対 象 者 農産加工や直売などに取り組む組織、個人等

・ 助成対象 講師招へい経費、研修会費、広告宣伝費、リース料、機械設備・備

品の購入費等

・ 補 助 率 １／２以内（上限1,000千円）

イ 集荷モデルの構築

・ 対 象 者 直売所（１箇所）

・ 実施内容 対象組織の実態や出荷者の意向に関する調査

集荷モデルの構築（集荷手段、ルート、頻度、棚の管理手法等）

２ 事業主体

(1)、(2)のイ：県

(2)のア ：女性農業者等
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３ 予算額

８，３９７千円 国庫支出金 １，９７７千円

繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 ６，４２０千円

(1)：４，３１７千円 旅費等 ４３２千円

委託料 ３，８８５千円

(2)：４，０８０千円 報償費等 ３８０千円

旅費 ４７９千円

負担金補助及び交付金 ３，２２１千円

４ 事業年度

令和元～３年度

- 10 -



５ 農産物グローバルマーケティング推進事業（拡充）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

農業経済課販売戦略室

海外における県産農産物の販路を拡大するため、多様な輸出ルートを構築するとともに、

海外の消費者ニーズを捉えた販売促進活動を展開し、県産品のブランド力強化を図る。

１ 事業内容

(1) グローバル企業連携輸出ルート拡大事業（継続）

シンガポール及びタイにおいて販路を有する企業と連携し、多様な輸出ルートの構

築を図る。

・ 実施内容 海外実需者を対象とした県産農産物の商談活動

・ 対象企業 ターゲット国に販路を有する輸入業者、店舗を持つ日系企業等

(2) ＡＫＩＴＡグローバルマーケティング事業（継続）

輸出商社と連携し、沖縄へのインバウンドをターゲットにテストマーケティングを

実施し、戦略的に売り込む販売手法を構築する。

・ 実施内容 日本の食文化を発信する商業施設での県産品テストマーケティング、

海外向け商品販売手法の試行

(3) ＡＫＩＴＡ海外販売展開事業（新規）

シンガポールにおける県産品の知名度及び商品評価の向上により、消費者の需要を

喚起し、実需者の引き合いを強めることで輸出拡大を図る。

・ 実施内容 シンガポールの大手百貨店での秋田フェアの開催

トップセールスによる現地バイヤー・物流企業への県産品売込み

(4) 輸出規制対応産地体制整備事業（新規）

台湾輸出の障壁となる検疫条件に対応した生産出荷体系を確立するほか、海外に

おけるブランド保護の手法について調査する。

・ 実施内容 台湾向け果実輸出に向けた生産出荷体系の実証

海外からの知的財産権侵害への保護体制の検討

(5) グローバル産地形成支援事業（新規）

相手国のニーズや規制等に対応した産地形成を進めるため、計画策定や生産・加工

体制の構築、テスト輸送・販売等の取組を支援する。

・ 助成対象 海外ニーズに対応した生産管理体制の整備、海外展示会への出展等

・ 補 助 率 国10／10（上限額10,000千円）

２ 事業主体

(1)～(4)：県

(5) ：大潟村農産物・加工品輸出促進協議会

- 11 -



３ 予算額

３４，９１４千円 国庫支出金 １０，０００千円

繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 １９，９１４千円

諸収入 ５，０００千円

(1)： ９０５千円 旅費 ８１５千円

需用費等 ９０千円

(2)： ６，６０９千円 旅費 ９１３千円

需用費等 ９３千円

委託料 ５，６０３千円

(3)：１５，０６７千円 旅費 ２，２３３千円

需用費等 １２４千円

委託料 １２，７１０千円

(4)： ２，３３３千円 旅費 ２９２千円

需用費等 ６４１千円

委託料 １，４００千円

(5)：１０，０００千円 負担金補助及び交付金 １０，０００千円

４ 事業年度

令和元～３年度
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６ 県産農産物販売力強化支援事業（新規）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

農業経済課販売戦略室

自ら販路拡大に取り組む農業者等を育成し、県外や海外への展開を促進するとともに、

生産者と事業者の連携による農産物のブランド化に向けた取組を支援する。

１ 事業内容

(1) 農業者等営業力強化事業

ア 販路拡大支援事業

農業者等の県外や海外への販路拡大活動を支援する。

・ 対 象 者 認定農業者、農業法人、認定就農者等

12経営体（海外展開４経営体、国内展開８経営体）

・ 助成対象 実需者訪問、商談会出展、新たな品目・品種の試験栽培等

・ 補 助 率 海外展開 １／２以内（上限400千円）

国内展開 １／３以内（上限200千円）

イ 営業スキルアップ事業

商談機会を提供するとともに、商談に必要なノウハウ等の指導により、ビジネス

スキルの向上を支援する。

・ 対象者 販路拡大支援事業の対象者 ８経営体

・ 内 容 生産者の意向の把握、研修会や実践商談会の実施、商談会等での

フォローアップ等

ウ 販路拡大フォローアップ事業

普及指導員を主体とした農業者等のフォローアップ体制を構築し、取引の定着や

販路拡大を支援する。

・ 対象者 販路拡大支援事業等の実施者

・ 内 容 農業者等の販路拡大への支援、マーケティング動向の情報提供等

(2) あきたトップブランド創出支援事業

エンドユーザーから求められる、プレミアムな農産物を創出するため、新たな規格

設定や生産・集荷・選別方法の確立、テストマーケティング等の取組を支援する。

・ 対 象 者 県内事業者（ＪＡ、卸売業者、仲卸業者等）

・ 助成対象 試験栽培経費、検査分析費、産地招へい旅費等

・ 補 助 率 １／２以内（上限額700千円）

２ 事業主体

(1)のア ：農業者等

(1)のイ、ウ：県

(2) ：県、県内事業者
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３ 予算額

７，３９６千円 繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 ７，３９６千円

(1)：５，８７９千円 旅費等 ６６２千円

委託料 ２，０１７千円

負担金補助及び交付金 ３，２００千円

(2)：１，５１７千円 旅費等 １１７千円

負担金補助及び交付金 １，４００千円

４ 事業年度

令和２～４年度
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７ 日本型直接支払交付金事業（継続）

農山村振興課
水田総合利用課

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、水路・農道等を維持する共同
活動や中山間地域等における農業生産活動、自然環境の保全に資する活動を支援する。

１ 事業内容
(1) 日本型直接支払交付金事業（多面的機能）
ア 多面的機能支払交付金

(ｱ) 農地維持支払交付金
農地法面の草刈りや水路の泥上げ、農道の砂利補充等の保全活動を支援する。

・ 交付単価 田 3,000円／10ａ、畑 2,000円／10ａ
・ 実施面積 99,000ha
・ 負担割合 国１／２、県１／４、市町村１／４

(ｲ) 資源向上支払交付金（共同活動）
水路や農道、ため池の軽微な補修、農村環境の保全活動等への支援に加え、

多面的機能の増進を図る新たな活動等を支援する。
・ 交付単価 田（新規）2,400円／10ａ、（継続）1,800円／10ａ

畑（新規）1,440円／10ａ、（継続）1,080円／10ａ
・ 加算単価 田 400円／10ａ、畑 320円／10ａ
・ 実施面積 96,500ha（うち加算対象 4,400ha）
・ 負担割合 国１／２、県１／４、市町村１／４

(ｳ) 資源向上支払交付金（長寿命化）
水路や農道等の改修・更新など、施設の長寿命化のための活動を支援する。

・ 交付単価 田 4,400円／10ａ、畑 2,000円／10ａ
・ 実施面積 8,000ha
・ 負担割合 国１／２、県１／４、市町村１／４

イ 多面的機能支払推進交付金
・ 負担割合 国定額

(2) 日本型直接支払交付金事業（中山間地域等）
ア 中山間地域等直接支払交付金

中山間地域等における生産条件の不利を補正することにより、農業生産の継続を
支援する。
・ 交付単価 田（急傾斜地）21,000円／10ａ、（緩傾斜地）8,000円／10ａ

畑（急傾斜地）11,500円／10ａ、（緩傾斜地）3,500円／10ａ
・ 実施面積 10,500ha
・ 負担割合 国１／２（１／３）、県１／４（１／３）、市町村１／４（１／３）

※（ ）は特認地域

イ 中山間地域等直接支払推進交付金
・ 負担割合 国定額等
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(3) 日本型直接支払交付金事業（環境保全型農業支援対策）
ア 環境保全型農業直接支払交付金

化学肥料・化学合成農薬の使用を慣行栽培の５割以上低減する取組と併せて行う
地球温暖化防止や生物多様性に効果が高い営農活動を支援する。
・ 交付単価 有機農業 3,000～14,000円／10ａ

カバークロップ 6,000円／10ａ
炭素貯留効果の高い堆肥の施用 2,200～ 4,400円／10ａ
長期中干し 800円／10ａ
冬期湛水管理 7,000～ 8,000円／10ａ
総合的病害虫・雑草管理 4,000円／10ａ

・ 実施面積 6,799ha
・ 負担割合 国１／２、県１／４、市町村１／４

イ 環境保全型農業推進事業
・ 負担割合 国定額等

２ 事業主体
(1)：県、市町村、協議会、活動組織
(2)：県、市町村、協議会、農業者等

(3)：県、市町村、農業者団体等

３ 予算額
４，５８２，０８６千円 国庫支出金 ３，０８４，７２１千円

一般財源 １，４９７，３６５千円

(1)：３，５９４，４７５千円 負担金補助及び交付金等 ３，５９４，４７５千円

(2)： ８５５，０１１千円 負担金補助及び交付金等 ８５５，０１１千円

(3)： １３２，６００千円 負担金補助及び交付金等 １３２，６００千円

４ 事業年度
(1) ：平成２６年度～令和５年度
(2)、(3)：令和２～６年度

【参考】日本型直接支払交付金事業に係る取組面積等の推移
区 分 H30実績 R1実績見込み R2計画

日本型直接支払交付金事業 97,510ha 96,589ha 99,000ha
（多面的機能） （1,060組織） （ 987組織） （1,030組織）
日本型直接支払交付金事業 10,429ha 10,419ha 10,500ha
（中山間地域等） （ 547協定） （ 547協定） （ 547協定）
日本型直接支払交付金事業 1,525ha 1,528ha 6,799ha
（環境保全型農業支援対策） （ 28団体） （ 26団体） （ 24団体）
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８ 元気な中山間農業応援事業（拡充）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

農山村振興課

平地に比べ営農条件が不利な中山間地域を対象に、経営規模は小さくても一定の所得が

確保できるよう、地域が主体となった計画づくりとその実現に必要な取組を支援する。

１ 事業内容

(1) 中山間地域資源活用プラン策定事業（継続）

地域特産物等の地域資源を生かすため、地域の創意工夫による「地域資源活用プラ

ン」の策定を支援する。

・ 対 象 者 市町村

・ 助成対象 地域資源活用推進協議会の設置・運営

地域資源活用プラン（資源活用計画、年度別事業計画等）の策定

・ 補 助 率 １／２以内

(2) 中山間水田畑地化整備事業（継続）

地域特産物等の本作化を図るため、水田の畑地化に必要な基盤整備等を実施する。

・ 対 象 者 農業者

・ 対象工種 客土、混層耕、暗渠排水工、用排水施設整備等

・ 負担割合

標準タイプ（県営：工事費200万円以上）

国50(55)／100、県40(35)／100、市町村等10／100

※ ( )内は、山村振興法や過疎法等の指定地域内における割合

(3) 中山間資源を活かす生産体制整備事業（拡充）

ア 地域特産物生産体制強化事業

地域特産物等の生産体制の強化に必要な機械等の導入を支援する。

・ 対 象 者 農業者、農業法人、任意組織、ＪＡ

・ 助成対象 地域特産物等に係る機械等の導入

（作柄安定施設、出荷調製機械、牛舎等）

・ 補 助 率 １／２以内（肉用牛１／３以内）

イ 水稲生産体制再編事業

水稲の生産体制の再編に必要な機械等の導入を支援する。

・ 対 象 者 平成29年１月以降に設立した集落型農業法人

・ 助成対象 水稲生産に係る機械等の導入

（稲作関連機械、乾燥調製施設の改修等）

・ 補 助 率 ３／10以内
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ウ 中山間６次産業化モデル事業

地域特産物等を活用した６次産業化の実施に必要な機械等の導入を支援する。

・ 対 象 者 農業者、農業法人、任意組織、市町村

・ 助成対象 ６次産業化に係る機械等の導入

（処理加工機械、直売関連機器等）

・ 補 助 率 １／２以内

エ 売れる地域特産物づくり推進事業

新規作物の導入や販売促進活動など、地域独自の取組に対して支援する。

・ 対 象 者 農業者、農業法人、任意組織

・ 助成対象 地域特産物の販売促進活動や加工品の試作等

・ 補 助 率 市町村補助額と同額（事業費の１／２を上限）

オ 先進的省力化技術導入支援事業

先進的省力化技術の導入に係る計画策定、普及啓発活動、技術導入等、地域独自

の取組に対して支援する。

・ 対 象 者 農業者、農業法人、任意組織

・ 助成対象 先進的省力化技術の導入に係る必要な経費

・ 補 助 率 国10／10（上限300万円）

(4) 中山間営農型太陽光発電モデル実証事業（継続）

中山間地域における収益性の高い農業を確立するため、太陽光発電と両立した新た

な営農の実証を行う。

・ 実施地域 秋田市雄和種沢地域

・ 実施内容 重点推進園芸品目（えだまめ等）を対象とした実証試験

２ 事業主体

(1) ：市町村

(2)、(4)：県

(3) ：農業者、農業法人、任意組織等

３ 予算額

１９６，３４９千円 国庫支出金 ４２，６００千円

繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 １３３，７３８千円

中山間地域土地改良施設等保全基金 ５６１千円

諸収入 ７，６４０千円

県債 １２，１００千円

一般財源 △２９０千円

(1)： ５６１千円 需用費等 １６１千円

負担金補助及び交付金 ４００千円
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(2)： ７７，５２０千円 委託料 １３，４００千円

工事請負費 ５８，１２０千円

公有財産購入費 ６，０００千円

(3)：１１７，３３１千円 負担金補助及び交付金 １１７，３３１千円

(4)： ９３７千円 需用費等 ３８７千円

委託料 ４００千円

償還金、利子及び割引料 １５０千円

４ 事業年度

平成２６年度～令和３年度

- 19 -



９ 秋田の里地里山を守り継ぐプロジェクト事業（拡充）

農山村振興課

多面的な機能を有する里地里山を国民共有の財産として後世に引き継いでいくため、県

内外の企業や大学等と協働で行う里地里山の保全活動等に対し支援する。

１ 事業内容

(1) 「守りたい秋田の里地里山５０」推進事業（継続）

「守りたい秋田の里地里山５０」の認定地域（以下、「認定地域」という。）におけ

る里地里山の保全・継承に向け、県内外において、その役割や魅力を広くＰＲする

プロモーション活動を実施する。

・ 実施内容 首都圏等におけるＰＲ活動の実施

ＰＲパンフレット・カードの作成

認定地域の情報発信

写真コンテストの開催

(2) 里地里山のサポート活動支援事業（継続）

認定地域において、県内外の企業や大学等を対象に里地里山サポーターを募集し、

地域とサポーターが協働で行う保全活動等に対して支援する。

・ 実施内容 認定地域とサポーターとのマッチング活動等

認定地域とサポーターとの協働活動に対する支援

・農作業体験活動（社員教育の場の提供、リフレッシュ体験等）

・農地保全活動（農地、水路、ため池等の保全等）

・地域づくり活動（都市との交流、地域資源を活用した商品開発等）

・調査研究活動（農村地域活性化に関する調査研究等）

・ 補 助 率 定額（上限500千円）

(3) 里地里山の営農継承支援事業（継続）

認定地域において、耕作放棄を防止し、里地里山の保全・継承を支援するため、新

たな農地の借受者に対し、賃借料相当の助成金を交付する。

・ 助成対象 農地中間管理機構等から新たに農地を借り受ける農業者

・ 補 助 率 定額（借受賃料額。但し、借受初年目：10千円／10ａを上限、２～３

年目：１年目交付額の半額とする。）

(4) 棚田地域振興法推進事業（新規）

「棚田地域振興法」に基づき、本県の棚田地域のうち、振興を図る必要性が高い

地域等を「指定棚田地域」に指定し、農村交流・体験や文化的景観の保護、観光の促

進、国土の保全等、総合的な支援を図る。
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２ 事業主体

(1)、(4)：県

(2)、(3)：認定地域の農業者で組織する団体等

３ 予算額

１０，７４６千円 繰入金：中山間地域土地改良施設等保全基金 １０，０４６千円

一般財源 ７００千円

(1)：２，８９１千円 旅費等 ８３１千円

需用費 １，３４０千円

委託料 ７２０千円

(2)：６，７８０千円 需用費等 ２８０千円

負担金補助及び交付金 ６，５００千円

(3)： ７００千円 負担金補助及び交付金 ７００千円

(4)： ３７５千円 旅費等 ３７５千円

４ 事業年度

平成２８年度～令和３年度
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10 新時代を勝ち抜く！農業夢プラン応援事業（継続）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

水田総合利用課

収益性の高い複合型生産構造の確立を図るため、戦略作物の生産拡大や６次産業化等に

必要な機械・施設等の導入を支援する。

１ 事業内容

(1) 対象作物等

・ 野菜（えだまめ、ねぎ、アスパラガス、トマト、きゅうり、すいか等）

・ 花き（キク、リンドウ、トルコギキョウ、ユリ、ダリア等）

・ 果樹（りんご、なし、ぶどう、もも、おうとう）

・ 土地利用型作物（大豆、麦、そば、葉たばこ）

・ 畜産（肉用牛、乳用牛（初妊牛）、比内地鶏、飼料増産）

・ 地域特認品目（地域振興局で特に振興する品目）

・ 新規就農者の経営の複合化に必要な品目

・ ６次産業化（農産物の加工や直売等）

(2) 助成対象

・ 生産、収穫調製、出荷等に必要な機械・施設の整備に要する経費

・ 新植、改植に要する経費（アスパラガス、リンドウ等、果樹）

・ 繁殖用雌牛、乳用初妊牛の導入に要する経費

・ 農業生産及び加工、直売等に必要な機械・施設の整備に要する経費

(3) 補助率 １／３以内（農外からの新規就農者は１／２以内）

２ 実施主体

認定農業者、認定就農者、６次産業化法認定事業者、女性農業者等

３ 予算額

３４２，６０１千円 繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 ３４２，６０１千円

旅費、需用費等 ３２８千円

負担金補助及び交付金 ３４２，２７３千円

４ 事業年度

平成３０年度～令和３年度
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11 秋田米をリードする新品種デビュー対策事業（拡充）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

水田総合利用課

水稲極良食味新品種の令和４年度の市場デビューに向け、栽培方法の基準策定等の生産

対策やブランドイメージ構築のための流通・販売対策、戦略的な情報発信等を総合的に実

施する。

１ 事業内容

(1) 確かな品質で安定供給できる生産体制確立事業（拡充）

食味の良さなど品種特性を発揮できる栽培方法を確立するとともに、優良種子の生

産や区分集荷体制の構築を進める。

ア 栽培特性調査

・ 現地栽培試験（12箇所）

イ 商品訴求力の向上につながるデータ収集

・ 食味・味覚分析、炊飯特性分析等

ウ 品種特性を発揮できる栽培方法等の調査

・ 地域適応性現地試験（12箇所）

・ 施肥反応試験（農業試験場）

・ 食味関連調査（委託先：（一財）日本穀物検定協会、55点）

エ 種子（原種）生産

・ 専用コンバイン等の整備（農業試験場）

オ 生産・集荷体制の構築

(ｱ) 生産者の募集等

(ｲ) 区分集荷体制の構築

・ 実施内容 ＪＡ等集荷団体における食味分析計の導入支援

・ 導入台数 ５台

・ 補 助 率 国１／６以内、県１／６以内

(2) トップブランド米の地位確立に向けた流通・販売対策事業（拡充）

総合プロデューサーの監修の下に、名称、ブランドコンセプト等の統一感を確保し、

訴求力のあるブランドイメージを構築する。

ア 総合プロデューサーの設置

・ 名称決定、デザイン制作、各種ＰＲ活動など一連の業務の監修

イ ブランドコンセプト・デザイン制作

・ ロゴマーク、米袋デザイン等の制作

ウ 流通・販売促進活動

・ 卸・小売調査、試食アンケート、海外品種登録、海外商標登録等
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(3) 知名度や関心を高めるための戦略的な情報発信事業（新規）

デビュー前から戦略的に情報を発信し、県内外において関心や期待感を高める。

ア 名称決定

・ 全国公募、発表イベント、マスメディアを活用した話題創出等

イ 情報発信活動

・ サンプル米を活用した周知キャンペーン等

(4) ブランド化戦略推進体制整備事業（継続）

「秋田米新品種ブランド化戦略本部」の円滑な運営を図るとともに、「秋田米新品

種ブランド化戦略」に基づく各種の取組をオール秋田体制で推進する。

・ 本部会議と専門部会の開催、名称選考部会の設置等

２ 事業主体

(1)のオ ：県、集荷団体

上記以外：県

３ 予算額

１２８，１２４千円 国庫支出金 ４８，５５０千円

財産収入 １，０６２千円

繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 ７８，５０５千円

諸収入 ７千円

(1)：４１，４７１千円 報酬、需用費等 １０，７２７千円

委託料 １４，９５４千円

備品購入費 ９，１２４千円

負担金補助及び交付金 ６，６６６千円

(2)：１４，６５７千円 旅費、需用費等 ２，５２７千円

委託料 １２，１３０千円

(3)：６３，８１０千円 旅費、役務費等 ２，２５７千円

委託料 ６１，５５３千円

(4)： ８，１８６千円 報償費 ２，２６２千円

旅費、需用費等 ５，９２４千円

４ 事業年度

平成３０年度～令和３年度
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■全体スケジュール

◆ブランド化戦
　略本部の設置

◆ブランド化戦
　略の策定

◆本格デビュー

400 トン(80 ha)

◆作付推奨地域

　の設定（5月）
◆一般作付

4,000トン(800 ha)

◆先行作付
（栽培研修）

■令和２年度スケジュール

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

作付地域

生産者
募　集

名称募集
・
決定

説
明
会

生産者募集
（要件確認等）

全国公募 一次選考 二次選考 知事決定
名称発表
イベント
（東京）

キャンペーン
～試食・サンプル提供～

（県内・県外）

研修会開催
生産者
要件の
設定

◆生産者の募集
　と登録
　（7月～12月）

◆名称の募集・
　決定
　（4月～10月）

◆名称発表
  （11月：東京）

◆ロゴマークの
　発表

◆プレデビュー　
　イベント
（東京・県内）

作付推
奨地域
の設定

生産者
登録

○作付推奨地域 ： 一般作付に向けた準備を開始
○その他の地域 ： 栽培試験のほ場選定、試験設計

良食味生産の実績　など
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12 次世代につなぐ水田農業総合対策事業（新規）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

水田総合利用課

水田農業の維持・発展を図るため、｢秋田米生産・販売戦略｣に基づき、低コスト化や業

務用米への取組等を促進する。

１ 事業内容

(1) 秋田米生産・販売戦略推進事業

生産者、農業団体、行政が一体となり、「秋田米生産・販売戦略」を推進する。

・ 実施内容 「秋田米生産・販売戦略推進会議」（構成：県域農業団体、ＪＡ、

県立大学、県等）の開催等

(2) 業務用米生産拡大支援事業

需要が堅調な業務用米の生産を早急に拡大するため、多収性品種による省力・低コ

スト生産等の取組を支援する。

ア 推進事業（ソフト）

・ 多収性品種生産技術の実証と研修会の開催、普及啓発用リーフレットの作成等

イ 整備事業（ハード）

・ 助成対象 低コスト農業機械（直播関連機械、高密度播種苗対応型田植機、

フレコン流通設備）等の導入

・ 補 助 率 県１／３以内

(3) 先進技術等導入実証事業

省力低コスト技術とＩＣＴ農機等による大規模稲作体系を確立する。

ア 超楽育苗！高密度播種苗栽培の実証

・ 実施地区 ３地区（鹿角、仙北、平鹿）

・ 対象品種 あきたこまち、ゆめおばこ

イ １ユニット30ha経営による低コスト稲作の実証

・ 実施内容 高密度播種苗など省力化や作業分散に関する技術実証データを基に

した、「低コスト経営計画試算ソフト」の作成

ウ ほ場管理システムを活用した効率的な経営管理の実証

・ 実施地区 ２地区（秋田、由利）

・ 実施内容 ほ場管理ソフトを活用した効率的な経営管理の実証

エ ＩＣＴ等先端技術を活用した産地の課題解決の実証

・ 実施地区 ２地区（北秋田、秋田）

・ 実証内容 水位センサ及びドローンでのセンシングによる高品質米生産の実証

直進アシスト機能を活用した無落水田植えの実証
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(4) 技術支援体制強化事業

秋田米の高品質、安定生産のため、技術指導を強化する。

ア 食味向上技術実践ほの設置

・ 実施地区 ３地区（北秋田、秋田、雄勝）

・ 実証内容 タンパク含有率などの内部品質の分析

イ 食味評価試験の実施

・ 実施内容 食味関連調査（委託先：（一財）日本穀物検定協会）

(5) 大豆生産力向上技術導入事業

水田フル活用を支える大豆の高収量・高品質化を図る。

ア 多収阻害要因対策マニュアルを活用した生産力向上実証ほの設置

・ 実施地区 ２地区（北秋田、雄勝）

・ 実証内容 排水不良などの単収向上阻害要因の解析・実証

イ 難防除病害・雑草の防除体系の確立

・ 実施地区 ２地区（北秋田、雄勝）

・ 実証内容 帰化アサガオ等の防除体系の構築

(6) 水田農業基幹施設等整備支援事業

安定的な水田農業経営の実現のため、共同利用施設の整備を支援する。

ア 実施内容

・ 有機物処理・利用施設

実施主体 秋田やまもと農業協同組合
実施地区 三種・八峰地区（受益面積 430ha）
事業内容 堆肥施設増設 1,926㎡
施設能力 処理量 5,140ｔ／年
事 業 費 232,496千円（うち補助金 105,680千円）

・ 穀類乾燥調製貯蔵施設

実施主体 農事組合法人秋田市南カントリーエレベーター利用組合
実施地区 秋田市南部地区（受益面積 492ha）
事業内容 カントリーエレベーター １棟
施設能力 処理量 水稲乾燥籾3,000ｔ、乾燥大豆111ｔ
事 業 費 1,364,990千円（うち補助金 620,450千円）

イ 補 助 率 国１／２以内

２ 事業主体

(2)のイ ：農業法人等

(3)のエ ：農業者、普及指導組織等により構成される協議会

(6) ：ＪＡ、農業法人

上記以外：県
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３ 予算額

７５６，５３３千円 国庫支出金 ７２８，１３０千円

繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 ２８，４０２千円

諸収入 １千円

(1)： ９５１千円 報償費、旅費 ４７１千円

使用料及び賃借料等 ４８０千円

(2)： ２０，８３１千円 報償費、旅費等 ８３１千円

負担金補助及び交付金 ２０，０００千円

(3)： ３，２１６千円 旅費、需用費等 １，２１６千円

負担金補助及び交付金 ２，０００千円

(4)： ４，２５７千円 報酬、旅費等 １，６１４千円

需用費 ９９３千円

委託料 １，６５０千円

(5)： １，１４８千円 報償費 ６０千円

旅費、需用費等 １，０８８千円

(6)：７２６，１３０千円 負担金補助及び交付金 ７２６，１３０千円

４ 事業年度

令和２～４年度
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13 メガ団地等大規模園芸拠点育成事業（継続）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

園芸振興課

園芸品目の飛躍的な生産拡大により、複合型生産構造への転換を加速させるため、本県

の園芸振興をリードするメガ団地等の整備を支援する。

１ 事業内容

(1) 大規模園芸拠点推進事業

メガ団地等を推進するＪＡや市町村等と共同で設置するプロジェクトチームの活動

等を支援する。

・ 対 象 地 域 ８地域振興局

・ 活 動 内 容 プロジェクトチーム会議等の開催

事業計画の策定支援や営農開始後のフォローアップ

大規模園芸フォーラムの開催等

(2) 大規模園芸拠点整備事業

メガ団地等で必要な施設・機械等の整備を支援する。

・ 助 成 対 象 生産、収穫、調製・出荷等に必要な機械・施設等の整備に要する

経費

・ 事業タイプ メガ団地 ：１団地で販売額１億円以上を目指す団地

ネットワーク団地：複数の団地（１団地が３千万円以上）で販売額

１億円以上を目指す団地

サテライト団地 ：メガ団地と連携して販売額３千万円以上を目指

す団地

・ 補 助 率 国庫補助事業を活用する場合：国１／２以内、県15／100以内

県単独事業の場合 ：県１／２以内

２ 事業主体

(1)：県

(2)：ＪＡ、農業法人等

３ 予算額

７１１，２１４千円 繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 ３５６，２１９千円

諸収入 ３５４，９９５千円

(1)： ２，９６０千円 報償費等 ５５３千円

旅費 １，１９７千円

需用費 １，２１０千円

(2)：７０８，２５４千円 負担金補助及び交付金 ７０８，２５４千円

４ 事業年度

平成３０年度～令和３年度
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【参考】令和２年度メガ団地等大規模園芸拠点育成事業の地区別概要

単位：千円

区 分 地区名（ﾀｲﾌﾟ名) 取組 品目及び目標規模 整備内容 事業費

主体 (補助金)

１ 鹿角市末広 １法人 ね ぎ (露地13ha) 井戸工事等 47,784

(メガ) キャベツ (露地3ha) (21,719)

継 ２ 北秋田市綴子 １法人 にんにく (露地5.1ha) にんにく植付機、収穫機等 33,909

続 (サテライト) (16,208)

３ 秋田市上北手 １法人 ダリア (露･施0.45ha) ねぎ収穫機、ねぎ皮むき機、 15,888

(サテライト) えだまめ (露地6ha) 格納庫、ねぎ管理機等 (8,585)

他

４ にかほ市畑 １法人 ｱｽﾊﾟﾗｶﾞｽ (施設0.8ha) パイプハウス、選別機、組立費、 81,326

(サテライト) ばれいしょ (露地3ha)他 アスパラ種苗等 (43,836)

５ 横手市和村 １法人 きゅうり(露･施1.5ha) パイプハウス、組立費、 10,357

(サテライト) 明渠工事等 (5,666)

小 計 (５地区) 189,264

(96,014)

① 能代市浅内・磐・竹生・ ４法人 ねぎ (露地20.8ha) パイプハウス、ねぎ収穫機、 237,733

比八田 組立費、外構工事等 (128,132)

新 (ネットワーク)

規 ② 能代市吹越・朴瀬・常盤 １法人 ねぎ (露地 10.8ha) パイプハウス、作業舎、 170,189

・築法師 ３個人 キャベツ(露地15.5ha) トラクター、格納庫、 (98,005)

(ネットワーク) 組立費等

③ 八峰町八峰・三種町八竜 ３法人 ねぎ (露地16.5ha) トラクター、パイプハウス、 223,117

(ネットワーク) キャベツ (露地2.5ha）組立費等 (121,176)

④ 美郷町畑屋中央 ２法人 きゅうり (施設2.4ha) パイプハウス、組立費、 268,537

(ネットワーク) 明渠工事等 (136,530)

⑤ 湯沢市関口 １組織 せり (施設1.5ha) ねぎ育苗施設、パイプハウス、 235,289

(メガ) (露地2ha) 組立費、除雪機等 (128,397)

ねぎ (露地2.5ha)

小菊 (露地1.5ha)

小 計 (５地区) 1,134,865

(612,240)

合 計 (10地区) 1,324,129

(708,254)
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14 秋田のしいたけ販売三冠王獲得事業（拡充）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

園芸振興課

京浜地区の中央卸売市場（東京都・横浜市・川崎市）におけるしいたけの販売量、販売額

及び販売単価の日本一（三冠王）を実現するため、生産体制の強化を図るとともに、販売

戦略に基づくプロモーションを展開する。

１ 事業内容

(1) 販売戦略推進事業（継続）

県産しいたけの販売拡大に向け、品質の高位平準化と販促活動の強化に取り組むとと

もに、近年増加している輸入菌床で栽培されるしいたけとの差別化を図る。

ア 販売促進対策

・ 首都圏量販店における、ＪＡ等関係団体と一体となったプロモーション

イ 品質の高位平準化対策

・ 品質査定会（京浜中央卸売市場）及び目揃い会（県内産地）

ウ 県産広葉樹菌床普及促進対策

・ ＪＡ等関係団体と協力した、首都圏量販店でのＰＲ（輸入菌床との差別化）

(2) 廃菌床利活用実証事業（新規）

生産の拡大により増加する廃菌床の適切な処理に向け、新たな利活用方法を検討・

実証する。

ア 利活用方法の検討

・ 生産者、ＪＡ、行政等の関係者による協議会の開催（平鹿地域）

イ 利活用方法の実証

・ 堆肥や家畜の敷料等への利活用試験

(3) 生産施設等整備事業（継続）

しいたけの生産関連施設等の整備を支援する。

ア 助成対象

生産（菌床製造、培養、発生）関連施設及び選別・パック施設、機械等の整備に要

する経費

イ 事業タイプ

(ｱ) メガタイプ（メガ団地等）

・ 補助要件 １団地で１億円以上の販売額、又は複数団地（１団地が３千万円以

上）で１億円以上の販売額を目指す大規模団地

・ 補 助 率 国庫補助事業を活用する場合 国１／２以内、県15/100以内

県単独事業の場合 県１／２以内

(ｲ) 個別拡大タイプ

・ 補助要件 県補助額と同等以上の販売額の増加を目指す経営体

・ 補 助 率 県１／３以内
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２ 事業主体

(1)、(2)：県

(3) ：ＪＡ、農業法人、認定農業者等

３ 予算額

１７３，６９３千円 繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 １１９，３５５千円

諸収入 ５４，３３８千円

(1)： １，０８１千円 旅費、需用費等 ５５１千円

委託料 ５３０千円

(2)： ３１２千円 旅費、需用費等 ３１２千円

(3)：１７２，３００千円 負担金補助及び交付金 １７２，３００千円

４ 事業年度

平成２９年度～令和２年度

【参考１】秋田のしいたけ販売三冠王獲得事業の地区別概要 単位：千円

団地名（タイプ名） 取組主体 整備内容 事業費 補助金

１法人
八峰町石川（ネットワーク） 栽培用パイプハウス３棟等 87,170 45,732

１個人

由利本荘市大内（メガ） ２法人 栽培用パイプハウス６棟等 154,476 80,404

栽培用パイプハウス９棟、
由利本荘市、大仙市、横手市、湯沢

13件 空調設備３台、予冷庫２台 152,348 46,164
市、羽後町（個別拡大タイプ）

暖房設備等

合 計 393,994 172,300

【参考２】栽培原料原産地商標マーク（通称：どんぐりマーク）
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15 産地パワーアップ事業（拡充）

園芸振興課

複合作物の産地化や土地利用型作物の生産・流通・加工施設等の整備を支援する。

１ 事業内容

(1) 産地基幹施設等整備事業（新規）

産地競争力強化のために必要な基幹施設の導入を支援する。

・ 実施地区 仙北市

・ 事業内容 人工光型植物工場の整備

（鉄骨造２階建 4,240㎡、生産品目：リーフレタス類 674ｔ／年）

・ 補 助 率 １／２以内

(2) 産地パワーアップ事業（継続）

複合作物の産地化や高収益作物への転換に向けた取組を支援する。

・ 実施地区 鹿角市

・ 事業内容 にんにくの移植機・収穫機等の導入

・ 補 助 率 １／２以内

２ 事業主体

農業法人

３ 予算額

１，０３３，０２５千円 国庫支出金 １，０００，０００千円

諸収入 ３３，０２５千円

(1)：１，０００，０００千円 負担金補助及び交付金 １，０００，０００千円

(2)： ３３，０２５千円 負担金補助及び交付金 ３３，０２５千円

４ 事業年度

平成２８年度～
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16 秋田のやさい総合推進事業（新規）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

園芸振興課

本県の主力野菜の生産拡大や品質向上を促進するほか、中山間地域等の特色ある取組の

支援や県オリジナル品種の生産基盤づくり等を実施する。

１ 事業内容

(1) 日本一獲得事業

えだまめ、ねぎについて、京浜地区の中央卸売市場への出荷量日本一と認知度・品

質の向上を目指し、栽培実証や販売促進活動を実施する。

ア えだまめ

・ 新型収穫機械の実演会の実施

・ 品質査定会（京浜中央卸売市場）及び目揃い会（県内産地）

・ 「ゆうパック」と連携したＰＲ（県内、首都圏）

イ ねぎ

・ 夏ねぎの単収・品質の向上、出荷前進の実証

・ 品質査定会（京浜中央卸売市場）及び目揃い会（県内産地）

・ 野菜ソムリエと連携した料理教室の開催、ＳＮＳによる情報発信

(2) 戦略野菜Ｖ字活性化事業

病害や労働力不足等により生産が縮小傾向にあるアスパラガス、きゅうりのＶ字回

復を図るため、新しい栽培方式の実証等を実施する。

ア アスパラガス

・ 半促成栽培等の実証・普及

イ きゅうり

・ ネット栽培の実証・普及

(3) 大規模露地野菜産地育成事業

需要が堅調な露地野菜について、大規模産地づくりを促進するため、機械化一貫体

系の構築等を支援する。

ア 大規模露地型園芸産地モデルの育成

・ 機械化一貫体系と輪作体系による安定生産に取り組む生産組織等への支援

(4) 特徴ある中山間園芸支援事業

薬用作物や伝統野菜など、中山間地域等で取り組まれる特徴的な園芸生産を促進す

るため、研修会等を実施する。

ア 薬用作物の栽培技術の確立支援

・ 国立医薬基盤・健康・栄養研究所等と連携した現地研修会の開催

イ 地域特産作物の栽培技術の確立支援

・ 伝統野菜等の生産技術指導、遺伝資源の保護
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(5) 園芸品目販売拡大事業

県産園芸品目の認知度向上と販売額の増大を図るため、生産者やＪＡグループと

連携し、「オール秋田」体制で、販売促進活動を展開する。

・ 首都圏量販店等での秋田フェアの開催等

(6) 県オリジナル園芸品種種苗生産安定対策事業

県オリジナル園芸品種の種苗を安定的に供給するため、種子の生産量や品質の安定

化を図る。

ア 県オリジナル品種の種苗の安定確保

・ 原原種・原種生産（農業試験場）

イ 種苗生産体制の強化

・ 発芽試験用恒温機の整備に対する助成

２ 事業主体

(1)、(2)、(4)：県

(3) ：県、生産組織等

(5) ：あきた園芸戦略対策協議会

(6) ：県、（公社）秋田県農業公社

３ 予算額

１１，２１２千円 繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 １１，２１０千円

諸収入 ２千円

(1)：３，０６４千円 旅費、需用費等 １，８６４千円

委託料 １，２００千円

(2)：１，４６４千円 報償費、旅費、需用費等 １，４６４千円

(3)： ３３０千円 需用費、負担金補助及び交付金等 ３３０千円

(4)： ４１２千円 報償費、旅費、需用費等 ４１２千円

(5)：３，５００千円 負担金補助及び交付金 ３，５００千円

(6)：２，４４２千円 報酬、共済費等 １，９９７千円

負担金補助及び交付金 ４４５千円

４ 事業年度

令和２～４年度
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17 秋田牛生産総合対策事業（拡充）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

畜産振興課

肉用牛産地としての全国的な評価を高めるため、生産者の意欲向上と生産基盤となる黒

毛和種牛群の遺伝的能力の向上を図る。

１ 事業内容

(1) 肉用牛改良・増産意欲向上事業（継続）

繁殖農家と肥育農家との連携を強化し、肉用牛の改良・増産意欲の向上を図る。

ア 繁殖・肥育連携肉用牛推進会議の開催（５地域）

イ 畜産共進会への出品意欲向上対策（１回）

ウ 「あきたの畜産・市場まつり」の開催支援

(2) 繁殖雌牛資質向上事業（拡充）

優良な繁殖雌牛の県内保留や県外導入を支援し、繁殖雌牛の資質向上と生産基盤の

強化を図る。

ア 優良雌牛の保留支援

・ 子牛の市場調査や庭先調査による優良雌牛の早期発掘と県内保留の奨励（50頭）

イ 優良繁殖雌牛の活用による改良の推進

・ 改良の基礎となる優良雌子牛の県外導入への助成（10頭）

・ 県外導入雌牛を活用した優良子牛の生産（受精卵採取等）

ウ 受精卵の安定供給と繁殖技術向上支援

・ 受精卵移植の推進（受精卵 230個）

・ 超音波画像診断装置の導入（１台）

・ 繁殖技術の向上支援（県有牛飼養管理委託 46頭）

(3) 新たな肉用牛生産体制確立事業（継続）

肉用子牛の増頭を図るため、乳用交雑種雌牛を活用した黒毛和種の子牛生産技術を

確立する。

(4) 種雄牛造成事業（継続）

産肉能力と繁殖能力の高さを兼ね備えた種雄牛を造成する。

・ 新たな指標として牛肉中のオレイン酸含量や分娩間隔等のデータ収集と解析

・ 解析結果に基づく父牛と母牛の選抜

・ 性判別精液（雄）活用による効率的な雄子牛の生産

・ 遺伝子解析による優秀な雄子牛の選抜
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(5) 全共出品技術向上事業（拡充）

鹿児島全共での上位入賞に向け、出品技術等の向上を図る。

ア 種牛の部

・ 調教技術講習会、飼養管理技術研修会の開催

・ 全共用優良若雄・雌牛の候補牛の作出（50頭）

補助率 定額（交配雌牛１頭当たり 70千円）

イ 肉牛の部

・ 輸送による肥育牛のストレス状況調査（３頭）

・ 超音波肉質診断技術の向上

２ 事業主体

(1)のウ ：あきた総合家畜市場（株）

(2)のイ ：和牛改良組合等

(5)のア ：秋田県和牛育種組合

上記以外：県

３ 予算額

７６，９５８千円 財産収入 ２０，３７６千円

繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 ５５，６０７千円

諸収入 ９７５千円

(1) ： １，８９４千円 需用費 ８９１千円

役務費等 ４０３千円

負担金補助及び交付金 ６００千円

(2) ：５５，６２２千円 需用費等 ７，８４４千円

委託料 ４１，７７８千円

負担金補助及び交付金 ６，０００千円

(3) ： ４９３千円 需用費 ４４８千円

役務費 ４５千円

(4) ：１２，８５２千円 旅費等 １，０１６千円

需用費 ４，１８８千円

委託料 ７，６４８千円

(5) ： ６，０９７千円 旅費等 １，１５８千円

委託料 １，４３９千円

負担金補助及び交付金 ３，５００千円

４ 事業年度

平成３０年度～令和４年度
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18 あきたの酪農推進対策事業（拡充）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

畜産振興課

酪農経営の体質強化と生乳生産の維持拡大のため、牛群改良を推進するとともに、規模

拡大や生産性向上を図る取組を支援する。

１ 事業内容

(1) 酪農生産性向上対策事業（継続）

牛群検定情報の分析やデータの活用を促進し、牛群改良を推進する。

(2) 酪農経営確立支援事業（拡充）

乳用初妊牛の導入や高能力後継牛確保に向けた取組を支援する。

ア 乳用初妊牛導入支援

・ 助成対象 大規模酪農経営体における乳用初妊牛の導入経費（116頭分）

・ 補 助 率 １／４以内（上限200千円／頭）

イ 高能力後継牛確保対策

・ 助成対象 性判別精液購入費、授精技術料（220頭分）

・ 補 助 率 １／３以内（上限５千円／頭）

(3) 第15回全日本ホルスタイン共進会出品支援事業（新規）

生産性向上に向けた改良を推進するため、共進会への出品経費の一部を支援する。

ア 県負担金（出品牛８頭分）

イ 出品に係る助成

・ 助成対象 出品牛の輸送経費等

・ 補 助 率 １／３以内

２ 事業主体

(1) ：県、ＪＡ全農あきた

(2)のア：大規模酪農経営体

(2)のイ：秋田県酪農連盟

(3) ：秋田県出品委員会

３ 予算額

２８，８３４千円 繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 ２６，９９３千円

一般財源 １，８４１千円
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(1) ： １，８４１千円 委託料 ５３９千円

負担金補助及び交付金 １，３０２千円

(2) ：２４，３００千円 負担金補助及び交付金 ２４，３００千円

(3) ： ２，６９３千円 旅費 ６１２千円

負担金補助及び交付金 ２，０８１千円

４ 事業年度

平成３０年度～令和６年度
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19 秋田牛輸出拡大強化事業（新規）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

畜産振興課

タイ・台湾への秋田牛の輸出拡大を図るとともに、台湾輸出向け食肉処理施設としての

認定に必要な施設整備を支援する。

１ 事業内容

(1) 秋田牛輸出推進事業

輸出量の拡大と認知度向上を図るため、現地で試食会等を開催する。

ア タイ

・ 飲食店での試食会や秋田牛フェアの開催、多様な部位の利用促進

・ 東京オリンピック・パラリンピック大会における県内事前合宿でのＰＲ

イ 台湾

・ 小売店等での販売促進キャンペーンの実施

・ 取扱店情報を掲載した繁体字パンフレットの作成

(2) 輸出向け食肉流通体制整備支援事業

台湾輸出向けの認定基準を満たすために必要な施設整備を支援する。

・ 実施内容 と畜解体施設内の自動閉鎖扉の設置、天井・壁・床の改修等

・ 補 助 率 １／２以内

２ 事業主体

県、（株）秋田県食肉流通公社

３ 予算額

４０，１６４千円 繰入金：農林漁業臨時振興対策基金 ４０，１６４千円

(1)： ５，１６４千円 旅費 １，１１０千円

委託料 ２，９７４千円

負担金補助及び交付金等 １，０８０千円

(2)：３５，０００千円 負担金補助及び交付金 ３５，０００千円

４ 事業年度

令和２～４年度
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20 若い担い手の和牛力向上支援事業（新規）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

畜産振興課

若い担い手へのフォローアップ活動を行うとともに、繁殖能力の高い「ふくはな５」系統

雌牛の増殖により、肉用子牛の生産基盤を強化する。

１ 事業内容

(1) 若い担い手のフォローアップ事業

若い担い手の早期の経営安定を図るため、分娩間隔の短縮等について重点指導する

とともに、次代の担い手の確保に向け、体験研修を実施する。

ア 若い担い手への重点指導

・ 繁殖及び衛生管理技術指導

・ 超音波画像診断装置（１台）の導入による早期妊娠診断

イ 「あきた牛飼い塾」の開催

・ 大規模モデル経営体等に対する経営管理指導

ウ 体験研修の実施

・ 県内の農業高校生等を対象に飼養体験を実施（10人）

(2) 秋田のオリジナル系統の普及拡大事業

繁殖能力の高い「ふくはな５」系統の受精卵を若い担い手に供給し、生産性の向上

を図る。

ア 「ふくはな５」系統の導入

・ 県内で飼養されている「ふくはな５」系統の雌牛を導入（４頭）

イ 導入した雌牛の飼養管理委託

２ 事業主体

県

３ 予算額

９，６１０千円 繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 ９，６１０千円

(1)：２，２１６千円 需用費等 ５８０千円

委託料 ６４６千円

備品購入費 ９９０千円

(2)：７，３９４千円 役務費 ２００千円

委託料 ２，７９４千円

備品購入費 ４，４００千円

４ 事業年度

令和２年度～

- 42 -



21 ＣＳＦ等緊急防疫対策事業（拡充）

畜産振興課

ＣＳＦ（豚熱）及びＡＳＦ（アフリカ豚熱）の防疫対策を行うとともに、発生に備えて

家畜保健衛生所の検査体制等を整備する。

１ 事業内容

(1) 検査体制整備事業（新規）

家畜保健衛生所の検査関連機器等を整備するとともに、飼養豚における浸潤状況を

調査する。

ア 遺伝子検査機器、資材の整備

・ 遺伝子増幅装置（サーマルサイクラー） １台

・ 遺伝子検査関連資材 一式

イ 検査材料の保管施設整備

・ 保管施設室外機 １台

ウ ＣＳＦウイルス浸潤状況調査

・ ＣＳＦエライザキットの購入

(2) まん延防止対策事業（拡充）

ＣＳＦ等が本県へ持ち込まれないよう、空港での靴底消毒を実施するとともに、万

一発生した際の殺処分に必要な機器等を整備する。

ア 空港におけるウイルス侵入防止対策

・ 消毒マット関連消耗品 一式（２空港）

イ 発生農場ウイルス拡散防止対策

・ 豚用電殺機 ３台

・ 電殺用防護資材 一式

２ 事業主体

県

３ 予算額

９，５４８千円 国庫支出金 ４，５７２千円

一般財源 ４，９７６千円

(1)：３，８７３千円 需用費 １，１１４千円

備品購入費 ２，７５９千円

(2)：５，６７５千円 需用費 １，０５８千円

委託料 ６５７千円

備品購入費 ３，９６０千円

４ 事業年度

令和元年度～
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22 農業農村整備事業（公共）

農地整備課

生産基盤の強化や農村地域の安全・安心を図るため、ほ場整備や農業水利施設の整備等

を実施する。

１ 主な事業内容

(1) 経営体育成基盤整備事業

水田農業の効率化・複合化に不可欠な水田の大区画化・汎用化を図るため、区画整

理を行うとともに、暗渠排水、用排水路、農道等を整備する。

・ 実施地区 能代市東雲原地区ほか57地区

・ 予 算 額 １０，０５５，５０９千円

(2) 基幹水利施設ストックマネジメント事業

老朽化した農業水利施設の長寿命化を図るため、補修・更新等を実施する。

・ 実施地区 湯沢市・羽後町深堀地区ほか22地区

・ 予 算 額 １，１０９，３８３千円

(3) 農村地域防災減災事業

老朽化したため池等の改修や地すべり防止対策工事等を実施する。

・ 実施地区 八郎潟町夜叉袋地区ほか69地区

・ 予 算 額 ３，２２８，８７１千円

(4) その他

基盤整備促進事業、水利施設整備事業等を実施する。

・ 予 算 額 ３，５９６，０５０千円

２ 事業主体

(1)、(2)：県

(3)、(4)：県、市町村、土地改良区等

３ 予算額

１７,９８９,８１３千円 分担金及び負担金 ２，０５７，６８５千円

国庫支出金 ９，８５２，０８２千円

諸収入 ３９３，５７４千円

県債 ４，９００，１００千円

一般財源 ７８６，３７２千円
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23 水産資源戦略的増殖推進事業（拡充）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

水産漁港課

本県の重要魚種の資源維持・増大を図るとともに、キジハタの種苗生産や生食用マス類

の三倍体魚の作出を行うほか、全国的に需要が高まっているギバサの養殖技術を確立する。

１ 事業内容

(1) 栽培漁業総合推進対策事業（継続）

マダイ、ヒラメの種苗生産、標識放流及び市場調査による放流効果の実証を行う。

（マダイ：300千尾（全長85㎜）、ヒラメ：180千尾（全長80㎜））

・ 対 象 者 （公財）秋田県栽培漁業協会

・ 助成対象 種苗生産放流、市場調査

・ 補 助 率 １／３以内

(2) 北限のふぐ資源増大対策事業（継続）

トラフグ親魚の確保・採卵を行い、稚魚を育成・放流するとともに、水揚げされた

トラフグの人工放流魚の混入状況から放流効果を把握する。（100千尾）

(3) キジハタ種苗生産・放流事業（継続）

「第７次栽培漁業基本計画」において新たに栽培漁業対象種となったキジハタにつ

いて、先進県の情報収集を図りながら本県に適応した種苗生産の技術開発を行う。

(4) 秋田の大型マス養殖種作出事業（継続）

近年世界的に人気が高まっている生食用マス類の養殖を進めるため、三倍体のサク

ラマスの作出を行う。

(5) 元祖秋田のギバサ生産拡大事業（新規）

全国的な人気の高まりによって、加工原料が不足しているギバサの増産及び安定供

給を図るため、厳しい波浪条件下でも養殖できる技術開発を行う。

２ 事業主体

(1) ：（公財）秋田県栽培漁業協会

(2)～(5)：県
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３ 予算額

９，８９４千円 繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 ２，５０１千円

諸収入 ５千円

一般財源 ７，３８８千円

(1)： ７００千円 負担金補助及び交付金 ７００千円

(2)：１，１５５千円 旅費 １０１千円

需用費 １，０５４千円

(3)：１，９２９千円 旅費等 ３７８千円

需用費 ６６６千円

委託料 ８８５千円

(4)：３，６０９千円 報酬、職員手当等、共済費 １，９３２千円

旅費、需用費 １，２２７千円

備品購入費 ４５０千円

(5)：２，５０１千円 需用費 １，８００千円

委託料等 ７０１千円

４ 事業年度

平成２５年度～

【参考】 ギバサの養殖イメージ
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24 未来につなぐ豊かな海づくり推進事業（新規）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

水産漁港課

「第39回全国豊かな海づくり大会・あきた大会」を契機として、漁家の所得向上と漁村
の活性化を図るため、地魚の認知度向上と消費拡大に向けた取組を行うとともに、品質向
上と高付加価値化によりブランド化を推進する。

１ 事業内容
(1) 秋田の地魚消費拡大事業

県産水産物の認知度向上と消費拡大を図るため、地魚を県民にＰＲするイベントを
開催するほか、スーパーマーケットとの連携による魚料理レシピの配布等を行う。
ア 地魚普及イベント開催事業

・ 「地魚フェスティバル２０２０」の開催
イ 地魚普及推進事業
・ 「秋田のさかなを食べようキャンペーン」等の実施

(2) ブランド水産物創出支援事業
県産水産物のブランド化を推進するため、品質向上や未利用魚の高付加価値化に向

けた取組を支援するほか、漁業者や加工業者の販路開拓等をサポートする。
ア 水産物利活用支援事業

活魚出荷、水産加工など、品質向上や高付加価値化を図るための取組を支援する。
・ 対 象 者 漁業者、漁協等

・ 助成対象 ハード：鮮度保持装置、加工機器等

ソフト：試作品開発、成分分析、マーケティング等

・ 補 助 率 ハード：１／３以内、ソフト：定額（上限50万円）

イ 秋田の地魚ブランディング事業
水産物コーディネーターによる販路開拓等のサポートを行う。

(3) 秋田版もうかる蓄養殖推進事業
漁獲される魚介類の品質向上と安定出荷を図り、魚価向上につなげるため、漁港内

において養殖用生け簀による蓄養殖試験を実施する。
・ ブリ、カワハギ、キジハタ等の給餌飼育の有効性を検証

２ 事業主体
(1)のア ：秋田の地魚消費拡大協議会
(2)のア ：漁業者、漁協等
(1)のイ、(2)のイ、(3)：県

３ 予算額

１４，３４３千円 繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 １１，５２３千円

諸収入 ７千円

一般財源 ２，８１３千円

- 47 -



(1)：２，８１３千円 旅費、需用費等 ８１３千円
負担金補助及び交付金 ２，０００千円

(2)：６，６８５千円 報酬、職員手当等、共済費 ２，７３８千円
旅費、需用費等 ９４７千円
負担金補助及び交付金 ３，０００千円

(3)：４，８４５千円 旅費、需用費等 １，０４５千円
委託料 ３，８００千円

４ 事業年度

令和２～６年度

【参考】

地魚フェスティバル 秋田のさかなを食べようキャンペーン

（マダラを使った鍋のふるまい）

県産ブランド水産物の一例 ブリの蓄養殖試験

（男鹿のブランドズワイガニ「舞雪がに」）
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25 秋田の内水面漁業振興事業（拡充）

水産漁港課

秋田の内水面漁業及び遊漁の振興を図るため、内水面魚類に被害を及ぼしている害敵の

駆除を実施するとともに、釣り味のよい魚類の増大に向けたアユの早期放流効果の実証を

行う。

１ 事業内容

(1) 秋田の内水面魚類増大事業（継続）

釣り味のよい魚類の増大を図るため、アユ種苗の早期放流の実証調査を行う。

(2) 秋田の内水面魚類保全事業（継続）

外来魚やカワウによる被害を防止するため、内水面漁協と共同で調査・駆除を実施

するほか、広域的な対策の体制整備に向け、「カワウ被害連絡協議会」を設置する。

(3) 漁業権漁場調査事業（新規）

現行の内水面漁業権漁場の設定から年数が経過し、現状と合致しない地域について、

令和５年度の漁業権の免許切替に向けた実態把握調査を行う。

２ 事業主体

県

３ 予算額

２，３７９千円 一般財源 ２，３７９千円

(1)：１，７１０千円 委託料等 １，７１０千円

(2)： ５４７千円 旅費、委託料等 ５４７千円

(3)： １２２千円 需用費 １２２千円

４ 事業年度

令和元年度～
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26 ウッドファーストあきた推進事業（継続）

林業木材産業課

林業・木材産業の成長産業化に向けて、木材を優先利用する「ウッドファースト」を

推進し、県産材の需要拡大を図る。

１ 事業内容

(1) ウッドファーストあきた県民運動推進事業

木造・木質化のモデルとなる優れた建築物を表彰し、県民や建築関係者等に対して

広く優良建築物を紹介することで、木材の優先利用の普及啓発を図る。

(2) ウッドファーストなあきたの住まいづくり促進事業

ア 県内事業（助成金を交付）

住宅における県産材利用を促進するため、秋田スギ等を利用した住宅を建築する

工務店グループ等に対して助成金を交付する。

・ 対 象 者 県と協定を締結した工務店グループ等

・ 助成対象 (ｱ) 県産構造材等の利用率向上及び内装への県産材利用等（400戸）

(ｲ) 完成内覧会等の普及ＰＲ活動等（20件）

・ 補 助 率 (ｱ) 定額（15万円／戸）

(ｲ) 定額（上限：新規35万円／件、継続25万円／件）

イ 県外事業（県産品と交換）

県産材を一定量以上利用した住宅を建築する施主に対し、県産農産品等と交換で

きるポイントを交付する。

・ 対 象 者 県と協定を締結した工務店等により県外で住宅を新築する施主

・ 助成対象 県産構造材等の利用（250戸）

・ 補 助 率 定額（５万ポイント／戸（※１ポイント１円相当））

２ 事業主体

(1)：県

(2)：県、工務店グループ等

３ 予算額

８７，９１９千円 一般財源 ８７，９１９千円

(1)： ２６０千円 報償費、旅費等 ２６０千円

(2)：８７，６５９千円 旅費、需用費等 ５０３千円

委託料 ２１，５５６千円

負担金補助及び交付金 ６５，６００千円

４ 事業年度

平成２６年度～
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27 非住宅分野における県産材需要拡大事業（新規）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

林業木材産業課

住宅以外の建築物における木造・木質化を促進し、県産材の需要拡大を図るため、都市

部とのネットワークの構築や中高層建築物に使用可能な木質部材の開発に取り組むととも

に、県内における建築設計人材の育成等を実施する。

１ 事業内容

(1) 都市で広がる秋田の木づかい推進事業

都市木造における県産材の需要開拓に必要な都市部とのネットワークの構築を図る

ほか、中高層建築物に利用可能な木質耐火部材の開発を行う。

ア 都市木造マッチング推進事業

・ 実施内容 産学官連携による「あきた都市木造推進協議会」の設置や、都市部

でのＰＲ活動、訪問等による県産材の需要開拓活動

イ 木質耐火部材開発事業

・ 実施内容 中高層建築物で利用可能な木質２時間耐火部材の開発

(2) あきた木造建築促進事業

県内の非住宅建築物の木造・木質化を促進するため、建築主の意識醸成や建築人材

の育成を図る。

ア 木造建築普及啓発事業

・ 実施内容 建築主となり得る事業者等を対象としたセミナーの開催（１回）

・ 対 象 者 企業経営者、木材産業関係企業、市町村ほか

イ 木造技術者育成事業

・ 実施内容 木造建築士等育成のための建築講座の開催（７回）

木造建築物の設計技術助言を行う技術アドバイザーの配置

建築を学ぶ学生を対象とした木材利用コンクールの開催

・ 対 象 者 一級建築士等の技術者、学生等

ウ 木造設計支援事業

・ 実施内容 非住宅建築物の木造設計を行う設計者等の取組に対する支援

・ 対 象 者 県内の建築士事務所等

・ 補 助 額 定額（3,000千円）

(3) ウッドレガシー活用事業

東京オリンピック・パラリンピック大会の選手村ビレッジプラザに利用された県産

材を用いた木製品を製作し、公共施設に設置する。

・ スケジュール 令和２年 選手村ビレッジプラザ解体後の木製品の製作公募

令和３年 木製品の製作、公共施設への設置（債務負担行為設定）

・ 債務負担行為限度額 6,300千円
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２ 事業主体

(2)のウ ：県内の建築士事務所等

上記以外：県

３ 予算額

２９，０４０千円 繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 １６，６８０千円

森林環境譲与税基金 ９，１６０千円

一般財源 ３，２００千円

(1)：２２，１７７千円 報償費、旅費等 ３，１４４千円

委託料 １９，０３３千円

(2)： ６，６６３千円 報償費、旅費等 ３１３千円

委託料 ３，３５０千円

負担金補助及び交付金 ３，０００千円

(3)： ２００千円 旅費、需用費等 ２００千円

４ 事業年度

令和２～４年度

【参考】非住宅分野における県産材需要拡大に向けた取組のロードマップ
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28 次代につなぐ再造林促進対策事業（継続）

林業木材産業課

森林資源の循環利用を図るため、低コストな造林技術の開発・普及を進めるとともに、

林業経営体の施業の低コスト化に向けた取組を支援し、再造林を促進する。

１ 事業内容

(1) 再造林普及推進事業

低コスト造林技術の確立に向けた調査・検証及び普及啓発を行う。

・ 実施内容 下刈り等の作業省力化に向けた調査の実施

林業経営体が個別に作成するガイドラインの作成支援等

(2) 再造林定着促進事業

森林施業の集約化や新たな低コスト造林技術の導入により、再造林を実施する林業

経営体を支援する。

・ 対 象 者 林業経営体

・ 助成対象 低コスト化による再造林等の実施（230ha）

・ 補 助 率 定額（150千円／ha）

２ 事業主体

(1)：県

(2)：林業経営体

３ 予算額

３４，８４８千円 寄附金 ６，０００千円

一般財源 ２８，８４８千円

(1)： ３４８千円 報酬 １２５千円

旅費 ２２３千円

(2)：３４，５００千円 負担金補助及び交付金 ３４，５００千円

４ 事業年度

令和元～３年度

- 53 -



29 秋田県水と緑の森づくり税事業（継続）

森林整備課

地球温暖化の防止や県土の保全、水源のかん養等の公益的機能を有する秋田の森林を守

り育て、次代に引き継いでいくため、森林環境保全のための森づくりを行うとともに、県

民参加の森づくり活動や森林環境教育等を推進する。

１ 事業内容

(1) 秋田県水と緑の森づくり事業（ハード事業） 単位：千円

事 業 名 事 業 内 容 事業量 事業費

ア 豊かな里山林整備 ・生育の思わしくないスギ人工林等の 56ha 100,712

事業 広葉樹との混交林への誘導

・放牧跡地等の広葉樹の再生 16ha

・クマ等の出没抑制のための緩衝帯整 153ha

備や、道路沿い等の過密化した森林

の保全・景観対策

イ マツ林・ナラ林等 ・松くい虫被害やナラ枯れ等の枯死木 マツ 5千 130,853

景観向上事業 処理による森林の景観向上・健全化 ナラ 5千 

ウ 森や木とのふれあ ・県民が気軽に森とふれあえる森林公 15箇所 179,117

い空間整備事業 園等を整備

・公共施設等での木育体験空間の整備 ３箇所

計 410,682

(2) 秋田県水と緑の森づくり推進事業（ソフト事業） 単位：千円

事 業 名 事 業 内 容 事業量 事業費

ア 県民参加の森づく ・森林ボランティア活動支援 25件 33,634

り事業 ボランティアによる森づくり活動

・森づくり県民提案 27件

自治会等が自ら提案・実行する森づ

くり活動

・市町村等の森づくり活動支援 15件

市町村等による森づくり活動や普及

啓発活動
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単位：千円

事 業 名 事 業 内 容 事業量 事業費

イ 森林環境教育推進 ・児童生徒等を対象にした森林環境学 44件 14,925

事業 習や木育活動

・環境教育等の指導者養成 90人

・林業大学校での人材の育成 33人

ウ 普及啓発事業 ・森林祭など県民参加イベントの開催 26,568

・あきた森づくり活動サポートセンタ

ーの運営等 -

・基金運営委員会の開催

・事業に関する調査・研究

計 75,127

２ 事業主体

(1) ：県、市町村、森林組合、林業事業体等

(2)のア：森林ボランティア団体、市町村、自治会等

(2)のイ：小中学校、幼稚園・保育所、市町村等

(2)のウ：県

３ 予算額

４８５，８０９千円 繰入金：水と緑の森づくり基金 ４８５，８０９千円

(1)：４１０，６８２千円 需用費、委託料等 １２，３４２千円

負担金補助及び交付金 ３９８，３４０千円

(2)： ７５，１２７千円 報償費、旅費、需用費等 １３，６９２千円

委託料 １６，０９２千円

負担金補助及び交付金 ４５，３４３千円

４ 事業年度

平成３０年度～令和４年度

- 55 -



30 秋田県森林環境譲与税基金積立金（継続）

森林整備課

森林整備を一層促進し、森林の有する公益的機能の維持増進を図るため、市町村が実施

する森林整備や人材育成に係る施策に対する支援等に充てる資金として、「秋田県森林環

境譲与税基金」を積み立てる。

１ 基金の使途

(1) 市町村が実施する森林整備等の支援

(2) 森林の整備を担うべき人材の育成及び担い手の確保

(3) 森林の有する公益的機能の普及啓発 等

２ 予算額

１４８，００３千円 財産収入 ３千円

一般財源 １４８，０００千円

積立金 １４８，００３千円

３ 事業年度

令和元年度～

【参考】令和２年度当初予算における基金の充当額

単位：千円

事業名 事業費 充当額

森林・林業雇用総合対策事業 96,908 27,773

「オール秋田で育てる」林業トップランナー養成事業 44,379 34,217

秋田県森林経営管理制度推進事業 26,434 26,394

森林情報利活用ステップアップ事業 14,924 14,924

非住宅分野における県産材需要拡大事業 29,040 9,160

県産材新用途開拓事業 10,081 10,081

合 計 221,766 122,549
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〇 令和元年台風15号において倒木による停電被害が拡大したことをはじめ、
近年、 森林の保水力が低下したことなどにより洪水氾濫、山腹崩壊、流木

被害などの甚大な被害が発生しており、森林整備の促進が喫緊の課題

森林環境譲与税の増額

【変更後】

【現行】

○ このため、 地方公共団体金融機構の金利変動準備金を２,３００億円活用
し、交付税特別会計における譲与税財源の借入れを行わないこととした上

で、森林環境譲与税の譲与額を前倒しで増額することにより、森林整備など
を一層推進 (森林環境税法等を改正)
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31 秋田スギ生産基盤づくり事業（新規）

森林整備課

生産性の向上と原木の安定供給を図るため、スギ人工林の成熟度が高く関係者の意欲が

高い地域として設定した「高能率生産団地」内において、林内路網を整備する。

１ 事業内容

丸太の搬出作業に直結する、10ｔ程度のトラックが走行できる規格を持つ「林業専用

道（規格相当）」を開設する。

・ 事業箇所 繋沢線（大館市）ほか２路線

・ 開設延長 3,500ｍ

・ 幅 員 3.5ｍ

・ 負担割合 （国）路線毎の平均横断地山勾配に応じた定額補助

15度未満 23千円／ｍ

15度以上25度未満 25千円／ｍ

25度以上 27千円／ｍ

（県）国単価の超過分（最大14千円／ｍ）

・ 上限事業費 37千円／ｍ

２ 事業主体

県

３ 予算額

１１４，８００千円 国庫支出金 ８７，５００千円

一般財源 ２７，３００千円

委託料 ３４，３００千円

工事請負費 ８０，５００千円

４ 事業年度

令和２～４年度
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32 守れ、活かせナラ林若返り促進事業（新規）

森林整備課

未被害地等へのナラ枯れの拡大防止に向け、ナラ枯れ被害先端地域のうち、被害を受け

やすい老齢木が多い奥地でナラ林の若返りを図るための伐採を促進する。

１ 事業内容

奥地からの集材等の経費に対し、既存の造林補助事業に加え、集材距離に応じて助成

する。

・ 助成対象 更新伐経費

・ 補 助 率 定額 集材距離200m以上500m未満 1,600円／ 

集材距離500m以上800m未満 2,000円／ 

集材距離800m以上 2,500円／ 

・ 実施地区 山本・仙北・平鹿・雄勝地域振興局管内

２ 事業主体

森林組合、林業事業体等

３ 予算額

２３，５９８千円 一般財源 ２３，５９８千円

負担金補助及び交付金 ２３，５９８千円

４ 事業年度

令和２～４年度
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33 森林整備事業及び治山事業（公共）

林業木材産業課

森 林 整 備 課

森林の多面的機能の発揮を図りつつ資源の循環利用に資するため、路網整備による生産

基盤の強化と間伐等の森林整備を推進するとともに、山地災害等の防止・軽減に向けて計

画的に治山対策を推進する。

１ 事業内容

(1) 森林整備事業

ア 造林補助事業

多面的機能が十分に発揮できる森林を育成するため、植栽や下刈、間伐等の森林

整備を実施する。

・ 実施地区 鹿角市花輪地区ほか７地区（間伐等8,046ha）

・ 予 算 額 ２，１４５，５６７千円

イ 林道事業

森林の適切な整備及び保全を図るとともに、効率的な林業経営や山村地域の活性

化に資するため、林道等の整備を実施する。

・ 実施地区 美郷町七滝山線ほか23路線（整備延長9,779ｍ）及び林道施設保全

整備（橋梁補修２橋）

・ 予 算 額 ６８１，９８１千円

(2) 治山事業

山地災害から県民の生命・財産を守るとともに森林の保全を図るため、治山施設の

整備や荒廃山地の復旧等を実施する。

・ 実施地区 鹿角市八幡平字小割沢地区ほか92地区

・ 予 算 額 ３，５７２，１４７千円

(3) 災害関連緊急治山事業ほか４事業

災害により新たに発生又は拡大した荒廃山地や被災した治山施設、林道の復旧工事

等を実施する。

・ 予 算 額 ５６４，９８１千円

２ 事業主体

(1)のア ：市町村、森林組合等

(1)のイ、(3)：県、市町村

(2) ：県

３ 予算額

６，９６４，６７６千円 分担金及び負担金 ８５，７０２千円

国庫支出金 ３，８７７，３４０千円

県債 ２，２７８，７００千円

一般財源 ７２２，９３４千円
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